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令和７年１１月４日 

 

南砺市長　田中 幹夫　様 

南砺市上下水道料金検討委員会 

委員長　神山　智美 

 

提　言　書 

 

　本市の上下水道事業は整備を概成しており、安全で安心な水道水の安定供給、生活環境の改善、公共

用水域の水質保全など、市民生活に必要不可欠なライフラインとなっている。今後は、老朽化した施設

の更新、施設の耐震化などを実施し、施設の機能を将来にわたって維持していくことが不可欠である。 

上下水道事業は地方公営企業であり公営企業会計の原則に基づき、事業収入によって経費を賄う独立

採算を原則とした経営が必要であるが、現状では、使用料収入で経費を賄いきれず、市一般財源からの

財政補填無くしては経営が立ち行かない状況となっている。更に、今後は人口減少に伴う料金収入の減

少により、財政状況は益々厳しい状況になっていくことが投資・財政の推計により明らかである。 

このような状況を踏まえ、南砺市上下水道料金検討委員会では、本市上下水道事業経営の将来推計に

基づき、受益者負担の公平性、適正性へ配慮しつつ、本市上下水道事業が将来にわたり持続可能な事業

運営を実現するための水道料金および下水道使用料の在り方について、令和６～７年度中に５回にわた

って検討を重ねた結果をとりまとめ、提言書を提出するものである。 

市当局においては、本提言書の内容を尊重し、上下水道事業の健全運営と安全安心で快適な市民生活

の実現に努められるよう要望する。 

 

１．料金改定に関する上下水道共通事項 

(1)現状の上下水道料金 

本市では、水道料金、下水道使用料ともに平成 22年５月に改定を行ったが、それ以降は 15 年間、消

費税の引き上げ分の反映のみを行い、実質的な料金改定は実施していない。その間に、人口減少に伴う

料金収入の減少が進み、市一般財源からの財政補填無くしては経営が立ち行かない状況となっている。

そのため、本市上下水道事業が将来にわたり持続可能な事業運営を実現するための水道料金および下水

道使用料の改定（値上げ）が必要である。 

 

(2)上下水道料金の算定方針 

上下水道料金は、料金収入で賄うべき対象経費に基づき設定し、対象経費は総括原価方式で算定する

ことが基本となっている。上下水道の総括原価を算定し、それを賄うことが可能な水準の上下水道料金

の設定が必要である。 

 

(3)上下水道料金の改定時期 

　現行の上下水道料金を据え置いた場合、上下水道ともに、令和７年度から単年度損益が赤字になるこ

とが想定されているため、極力早期の料金改定が望まれるところである。一方で、料金改定には議会承

認、条例改正、市民への周知などに時間を要することを考慮し、令和９年４月１日の改定が適切である。 

 

(4)料金検討対象期間 

料金算定期間について、水道料金算定要領（公益社団法人日本水道協会）では、「概ね３年から５年を

基準とする。」と示されており、下水道使用料算定の基本的考え方（公益財団法人日本下水道協会）では、

「一般的には３年から５年程度に設定することが適切である。」と示されている。また、短期間のうちに

連続して料金を改定することは望ましくないことも踏まえ、料金検討対象期間は５年間とし、今後も定

期的に料金の見直しを検討する必要がある。 
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２．上水道料金の在り方について 

(1)水道事業の収支見通し 

　水道料金を据え置いた場合、令和７年度から単年度損益が赤字になると推計している。 

 

 

図 2-1　水道事業の収支見通し 

注）「その他費用」は総括原価方式では対象費用項目に含めないため「支出」と表 2-1 の費用合計とは一致しない。 

(2)料金対象経費（総括原価方式） 

　料金算定期間（令和９年度～令和 13 年度）の料金対象経費（総括原価方式）の算定結果は表 2-1 のと

おりである。 

 

表 2-1　料金対象経費（総括原価方式） 

 

独立採算の原則に基づき、持続可能な水道事業経営を維持していくためには、上表の料金対象経費（総

括原価方式）を賄う水準の水道料金体系を設定する必要がある。 

　 

-250

-200

-150

-100

-50

0

50

100

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

損益
(百万円)
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(百万円) 給水収益 その他収益 維持管理費 減価償却費 資産減耗費 支払利息 その他費用 損益

収入 支出

←実績 計画→

 
項目

料金対象経費（千円）

 R9 R10 R11 R12 R13 合計

 

費用

維持管理費 570,101 576,083 582,191 593,430 594,815 2,916,620 

 
減価償却費 486,531 479,777 483,747 490,019 494,859 2,434,933 

 
資産減耗費 12,306 14,441 13,391 13,391 12,866 66,395 

 
支払利息 39,640 41,201 49,825 52,966 56,257 239,889 

 
費用合計 1,108,578 1,111,502 1,129,154 1,149,806 1,158,797 5,657,837 

 控除項目 

（料金以外の収入）
▲223,684 ▲217,135 ▲216,977 ▲213,496 ▲211,112 ▲1,082,404 

 
料金対象経費合計 884,894 894,367 912,177 936,310 947,685 4,575,433 
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(3)水道料金の検討内容 

・別途推計した料金算定期間の水道メーター口径別の調定件数、有収水量により、料金料算定期間の総

括原価を賄える料金体系をシミュレーションした結果をもって、料金体系を決定した。結果として、

水道料金については、１㎥当り供給単価について 28％の改定となる。 

・直近（令和５年度）の使用水量実績を算定した結果、７㎥／人・月であったことから、使用水量の少

ない利用者（単身高齢者世帯等）への過度な負担増加を避けることを踏まえて、基本水量を現行の 10

㎥（※水道メーター口径 13mm 及び 20mm）から７㎥に改定した場合、基本水量の改定に加えて従量料

金を使用水量の応じた逓増制とした場合、基本水量を廃止し従量料金を逓増制にした場合で料金体系

の検討を行った。 

・令和７年２月に改定された、水道料金算定要領（公益社団法人日本水道協会）では、「基本水量を付与

する料金は、料金の激変を招かないよう漸進的に解消するものとする。」と示されている。本市におい

ても基本水量制を採用しているが、核家族化や一人世帯の増加により基本水量に満たない使用者の割

合が大きく、不公平感を抱く懸念があることから、今回の改定では基本水量制を廃止する料金体系を

採用した。 

・基本水量制廃止に伴う料金の激変に配慮し、従量料金に対して逓増制を採用し、現行基本水量（※水

道メーター口径 13mm 及び 20mm にあたっては 7 ㎥）までの従量料金を抑えることとした。 

 

(4)水道料金改定案 

（現行水道料金体系） 

※１ヵ月当り、税込み価格 

（改定水道料金体系） 

※１ヵ月当り、税込み価格 

 

 

 
口径

基本料金
超過料金  基本水量 金額

 φ13mm
10 ㎥まで 1,595 円

１㎥につき 159 円 50 銭

 φ20mm

 φ25mm 20 ㎥まで 3,740 円

 φ30mm 30 ㎥まで 5,610 円

 φ40mm 50 ㎥まで 9,350 円

 φ50mm 100 ㎥まで 18,700 円

 φ75mm
200 ㎥まで 37,400 円  φ100mm

 
口径

基本料金 従量料金

 基本水量 金額 使用水量 金額

 φ13mm

なし

946 円
７㎥まで １㎥につき 92 円 50 銭

 φ20mm ７㎥を超えるもの １㎥につき 208 円

 
φ25mm 3,740 円

20 ㎥まで １㎥につき 92 円 50 銭

 20 ㎥を超えるもの １㎥につき 208 円

 
φ30mm 5,610 円

30 ㎥まで １㎥につき 92 円 50 銭

 30 ㎥を超えるもの １㎥につき 208 円

 
φ40mm 9,350 円

50 ㎥まで １㎥につき 92 円 50 銭

 50 ㎥を超えるもの １㎥につき 208 円

 
φ50mm 18,700 円

100 ㎥まで １㎥につき 92 円 50 銭

 100 ㎥を超えるもの １㎥につき 208 円

 φ75mm
37,400 円

200 ㎥まで １㎥につき 92 円 50 銭

 φ100mm 200 ㎥を超えるもの １㎥につき 208 円
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３．下水道使用料の在り方について 

(1)下水道事業の収支見通し 

　使用料を据え置いた場合、令和７年度から単年度損益が赤字になると推計している。 

 
図 3-1　下水道事業の収支見通し 

 

(2)使用料対象経費（総括原価方式） 

　使用料算定期間（令和９年度～令和 13年度）の使用料対象経費（総括原価方式）の算定結果は表 3-1

のとおりである。 

 

表 3-1　使用料対象経費（総括原価方式） 

 

独立採算の原則に基づき、持続可能な下水道事業経営を維持していくためには、上表の使用料対象経

費（総括原価方式）を賄う水準の下水道使用料体系を設定する必要がある。 
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項目

使用料対象経費（千円）

 R9 R10 R11 R12 R13 合計

 

費用

維持管理費 730,075 718,009 721,396 735,836 750,540 3,655,856 

 
減価償却費 1,673,125 1,671,832 1,674,870 1,680,150 1,692,051 8,392,028 

 
支払利息 122,772 107,361 94,054 82,508 73,764 480,458 

 
その他費用 27,936 18,296 22,206 26,776 19,506 114,720 

 
費用合計 2,553,907 2,515,499 2,512,525 2,525,270 2,535,861 12,643,063 

 控除項目 

（使用料以外の収入）
▲1,155,627 ▲1,131,464 ▲1,142,589 ▲1,169,291 ▲1,193,695 ▲5,792,667 

 
使用料対象経費合計 1,398,280 1,384,035 1,369,936 1,355,979 1,342,166 6,850,396 
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(3)下水道使用料の検討内容 

・別途推計した使用料算定期間の調定件数、水量区分毎の有収水量により、使用料算定期間の総括原価

を賄える使用料体系をシミュレーションした結果をもって、使用料体系を決定した。これまでに、施

設統廃合、不明水縮減対策等、コスト削減の経営努力を行い、今後も継続実施する予定にしているが、

結果として、下水道使用料については、１㎥当り使用料単価について 51.8％の改定となる。 

・日本下水道協会では「基本水量制は、基本水量の範囲内の使用者間の負担の公平性の観点から課題も

あることから、漸進的に解消させていくことが望ましい」としているが、現状、基本水量を撤廃する

ことは下水道使用料収入の安定性が損なわれることが懸念されることから、今回の改定では基本水料

の制度を継続し、今後の下水道使用料改定の検討において、継続的に検討を行うこととする。 

・直近（令和５年度）の使用水量実績を算定した結果、７㎥／人・月であった。使用水量の少ない利用

者（単身高齢者世帯等）への過度な負担増加を避けるため、実績を踏まえて、基本水量を現行の 10㎥

から７㎥に改定する。結果として、平均的な単身世帯（７㎥／人・月）の１ヵ月当り使用料は、現行

の 1,980 円から改定後 2,002 円となり約１％の値上げに抑制される。 

・使用水量の少ない利用者への配慮を目的に、基本使用料単価を据え置くケースも検討したが、大口利

用者へ過度の負担増となる算定結果となったこと、使用料収入における基本使用料収入の割合低下に

より経営の安定性が低下することから不採用とし、基本使用料、超過使用料ともに改定する案を採用

した。 

・市民生活の影響を考慮し大幅な引き上げにならないような配慮も必要であることから、資金収支に問

題のないレベルまで改定率を引き下げる案も検討したが、総括原価の回収を将来世帯の負担として先

送りにすることになること、次回以降に大幅な使用料改定が必要となる恐れがあることから、今回、

総括原価を賄える水準まで使用料を改定することが妥当との結論にいたった。 

・認定水量について、南砺市下水道条例施行規則に定められている「量水器等での計測が出来ない水を

使用した場合は、世帯人員数又は、従業員数に７立方メートルを乗じた水量を使用水量とする。」につ

いて改定の必要性を検討したが、直近の使用水量実績が７㎥／人・月であることから、実情に合致し

ており、改定の必要性無しとの結論にいたった。 

 

(4)下水道使用料改定案 

（現行下水道使用料体系） 

※１ヵ月当り、税込み価格 

（改定下水道使用料体系） 

※１ヵ月当り、税込み価格 

 
種別

基本使用料 超過使用料

 排除した汚水の量 金額 排除した汚水の量 金額

 
一般汚水 10㎥まで 1,980 円

11 ㎥から 20㎥まで １㎥につき 198 円

 21 ㎥から 50㎥まで １㎥につき 209 円

 50 ㎥を超えるもの １㎥につき 220 円

 
公衆浴場汚水 10㎥まで 1,980 円

11 ㎥から 20㎥まで １㎥につき 99 円

 21 ㎥から 50㎥まで １㎥につき 104 円 50 銭

 50 ㎥を超えるもの １㎥につき 110 円

  

種別

基本使用料 超過使用料

 排除した汚水の量 金額 排除した汚水の量 金額

 
一般汚水 ７㎥まで 2,002 円

８㎥から 20 ㎥まで １㎥につき 286 円

 21 ㎥から 50㎥まで １㎥につき 363 円

 50 ㎥を超えるもの １㎥につき 385 円

 
公衆浴場汚水 ７㎥まで 2,002 円

８㎥から 20㎥まで １㎥につき 143 円

 21 ㎥から 50㎥まで １㎥につき 181 円 50 銭

 50 ㎥を超えるもの １㎥につき 192 円 50 銭
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４．附帯意見 

　南砺市上下水道料金検討員会において、委員から出された主な附帯意見を以下に示す。 

　 

（１）広域化について 

　・上下水道ともに、南砺市外との関係、広域水道、流域下水道との折衝等の取り組み、令和 6年度か

ら上水道の所管が国土交通省に移管されたことによる影響等、検討していただきたい。 

 

（２）市民にできることのＰＲ 

　・上下水道の所管課においては、上下水道料金の値上げを抑制するために各家庭でできることについ

てもＰＲすることが必要と考える。 

 

（３）施設ダウンサイジングの検討について 

　・人口減少、水量減少に伴い、現状の施設規模が不要となった際に、ダウンサイジングを考慮した投

資計画を検討することが望ましい。 

 

（４）水道施設耐震化のマッピングについて 

　・耐震化は毎年進められていると思うが、どの程度の耐震化率で、どの辺りの管が耐震化できている

のか、自宅付近の管路が耐震化されているかを市民が見られるようなマップの整備、公表を検討し

たほうがよい。 

 

（５）国の財政的関与への働きかけについて 

　・上水道は命の源であり、料金はなるべく安く推移していくことが望ましい。水道事業は地方自治体

に任されており値上げはやむを得ないが、国からの財政的な関与を進めて頂くよう国に働きかけを

行っていただきたい。 

 

（６）市民生活への影響を考慮した改定について 

　・上下水道の管理に多額の費用がかかる一方で、人口減少により料金収入は減少していくなかで、不

足する料金収入を一般会計から補填することで、市民の負担が軽減され、安心して暮らせるような

方法を検討していただきたい。 

 

（７）次の料金改定に向けた検討について 

　・今回、使用料算定期間を５年間とされているが、その先は状況が更に悪化することは目に見えてい

る。料金値上げをどれだけ抑制するかに注力すべきであり、次の料金改定に向けたプロジェクトチ

ームを立ち上げる等、早急に検討すべきと考える。 

 

（８）高齢者への配慮について 

　・上下水道料金で高齢者へ配慮することは難しいと思われる。例えば、高齢者に水道料金の補填を行

う等、別の方法で配慮したほうがよい。 

 

（９）今回の料金改定率について 

　・料金算定期間経過後は、非常に厳しい状況になっていると思われる。色々な物の物価が上がってい

る今だから上下水道料金も上げられるのではないかと考えられることから、長期的に考えて今回の

料金改定を実施していただきたい。 

 

（10）先端技術の活用について 

　・ＡＩや IoT 等の先端技術を活用して上下水道事業の業務コストを低減し、上下水道利用者の負担軽

減を図るべきである。 
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５．添付資料 

　資料１：南砺市上下水道事業料金検討委員会　委員名簿 

 

　資料２：南砺市上下水道事業料金検討委員会　審議の経緯 
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資料１ 

南砺市上下水道事業料金検討委員会　委員名簿 

 

（任期：委嘱の日から令和７年９月 30 日まで） 

（計 12 名） 

 

 

 区　　分 氏　　名 備　　考 摘要

 地域づくり協議

会の推薦等 

 

 

 

（3 名）

南田　実 平地域づくり協議会 会長

 
戸成　博宣 福光地域地域づくり協議会 会長

 
高田　実 地域づくり協議会井波連合会　前会長 

 学識経験者 

（1 名）
神山　智美

富山大学学術研究部社会科学系経済学

部教授（環境法、行政法）

 

 各種団体代表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6 名）

竹中　雅司 南砺市商工会　事務局長
委嘱の日から 

令和 7年 3月 31日まで

 
石村　真由美 南砺市商工会　事務局長

令和７年４月１日から 

令和７年９月30日まで

 
山田　智恵子 南砺市商工会　女性部

 
長田　政哉 となみ青年会議所　直前理事長

 
中川　敬子 さわやかネットワーク　理事

 
安居　利浩 南砺市管工事業協同組合　理事長

 公募委員 

 

 

 

 

（3 名）

加藤　耕一 公募委員

 
中川　一郎 公募委員

 
杉本　澄子 公募委員
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資料２ 

南砺市上下水道事業料金検討委員会　審議の経緯 

 

 

 回数 開催日 検討事項

 

第１回 令和６年８月 29日（木）

(1)検討委員会の進め方 

(2)南砺市上下水道事業の現状 

　1)南砺市上下水道事業の概要 

　2)南砺市上下水道事業の現状と課題の整理

 

第２回 令和６年 11月 18 日（月）

(1)南砺市上下水道事業の現状 

1)経営と水道料金、下水道使用料の現状と課題 

2)水道水需要、下水道使用水量予測 

3)上下水道事業の投資計画 

4)上下水道事業の財政収支の見通し

 

第３回 令和７年２月 17日（月）

(1)南砺市上下水道料金の検討 

1)水道料金、下水道使用料改定方針 

2)水道料金水準、下水道使用料水準の算定 

3)水道料金体系、下水道使用料体系の検討 

　4)下水道認定水量

 

第４回 令和７年６月 24日（火）

(1)南砺市上下水道料金の検討 

1)水道料金体系、下水道使用料体系検討の条件整理 

2)水道料金体系、下水道使用料体系検討方針 

3)水道料金体系、下水道使用料体系検討結果 

4)下水道認定水量

 第５回 令和７年９月 16日（火） (1)上下水道料金に関する提言書


